
 
 
改定の趣旨 

上下水道の経営環境は、高度経済成⾧期

以降に急速に整備された施設が大量に更

新時期を迎えつつある一方で、人口減少

に伴う収入減が見込まれるなど厳しさを

増しています。 

こうした状況の中、中⾧期的な経営戦

略を策定し、それに基づき事業を進める

ことで経営基盤を強化するよう、国は要

請してきました。 

そして、経営戦略に沿って実施した経

営基盤強化への取組等の状況を踏まえつ

つ、PDCA サイクルを通じて経営の質を

高めていくため、国は「新経済・財政再生計画改革工程表 2021」（令和３年 12 月 23 日経済財政諮問会議決定）

を通じて、経営戦略の見直し率を令和７年度までに 100％とすることを求めています。 

そこで本市では、平成 30 年度に策定した「静岡市上下水道事業経営戦略」について、令和元年度～３年度の収

支・成果の検証・評価を行い、引き続き持続可能な開発目標である SDGｓ（Sustainable Development Goals）

の視点を取り入れながら、計画期間を「令和５年度から 16 年度まで」とする新たな経営戦略に改定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 しずおか水ビジョン と経営戦略の概念図  

静岡市上下水道事業経営戦略の改定について 

改定のポイント 

●計画期間の更新 
令和元年度～12 年度   令和５年度～16 年度（12 年間） 

●最新の人口・需要予測の反映 
将来 50 年間における需要を、将来人口、給水量(汚水量)の推計に基づき予測。 

●アセットマネジメントの高度化(水運用計画) 
『水運用計画』に基づく水道施設の統廃合に本格移行（増強等）するための経費を計上 

●脱炭素社会実現に向けた取組、DX 推進に向けた取組などを追加 
経営環境の変化に応じた取組の推進、静岡市第４次総合計画(R5～12)と整合 

●新型コロナウイルスの感染拡大、物価高騰による影響等を考慮 
・建設資材費の上昇等を財政シミュレーションに反映、市民生活と経営健全化の両面から検討 

●成果の見えやすさ・わかりやすさを考慮し体系図を整理  
 ・複数の政策に関連する事項等を横断的取組として整理など 
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現状と課題 
１ 投資事業について 

静清合併の象徴的事業である水の相互運用事業

「北部ルート」が令和２年度に供用を開始し、将来

の水需要の減少に応じた施設の統廃合や小規模化

の道筋を示す「水運用計画（静岡地区・清水地区）」

の策定が令和３年度に完了し、本市の水道事業は整

備拡張期から維持管理の時代に本格的に移行しま

した。これまで新増設を中心に事業を推進してきた

ことで、図 1 で示すとおり、配水池の耐震化状況を

示す「⑫配水池の耐震化率」や、老朽化した水道管

の年間更新事業量を示す「⑪管路更新率」は類似団

体平均を大きく下回っており、更新事業の対応の遅

れは「⑧有収率※」が低下する主たる要因となって

います。老朽化対策の強化が必要な状況です。 

 

 

 

このうち、「⑪管路更新率」は、工事業者の技術者不足などにより入札不調が頻発したことで、計画事業量

を達成していません。その対策として、大規模発注（＝工事規模を大きくすることによる工事件数抑制）の導

入や、債務負担行為（＝年度にまたがる工期設定で発注時期の平準化）を積極活用しており、今後も技術者確

保のため、これらの取組を継続し受注環境の改善に努めていくことが重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

また、管路以外の施設については、『水運用計画』に沿った更新事業を計画的かつ着実に推進することで、

人口減少などによる需要減に合わせた施設の最適化を進める必要があります。 

 

 

静岡市上下水道事業経営戦略（水道編） 概要(案) 

令和５年度→令和 16 年度 

※有収率…水道施設を通して供給している水が、どの程度収益につながっているかを 
示す指標です。有収率の向上は、漏水防止・経営効率向上、水源の 
有効活用などの観点から重要となります。 

（図 2 水道管更新事業の実績） 

（図１ 令和２年度 静岡市水道事業経営分析） 
   ※各指標は、外側に広がるほど良好な値を示しています。 
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２ 財政状況について 
令和２年度に 12 年ぶりとなる料金改定を実施しました。新型コロナウイルス感染症の影響により条例施行

日を４か月延期しましたが、谷津山配水池の廃止決定など施設の最適化により支出の削減策を講じることで

料金改定延期の影響を抑えました。料金改定後、収益力を示す「⑤料金回収率」は「123.66％」に向上し、

財政基盤は着実に強化されました。 

一方、企業債残高の規模を示す「④企業債残高対給水収益比率」は「439.73％」と、依然として類似団体

平均を大きく上回っており、将来の負担が過度とならないよう新規発行を抑制していく必要があります。 
 

 
 
 

 

投資事業の財源となる補てん財源残高は、令和３年度末現在、計画に対し 15.6 億円上回る 64.3 億円とな

りました。これは主に入札差金などにより執行残が生じたこと、人件費など維持管理コストが見込みを下回っ

たことなどにより純利益が見込みを上回ったことによるものです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

以上のように、令和３年度末時点において財務指標は良好な結果を示し、さらに補てん財源残高も計画以上

に確保されていますが、投資事業の進捗に遅れが生じていることや「④企業債残高対給水収益比率」が依然と

して高いこと、さらに人口減少に伴い給水収益は今後減少していくことなどが予想されるため、引き続き、収

支の両面から経営改善を進めていく必要があります。 

 

 

 

 平成 30 年度 

（決算） 

令和元年度 

（決算） 

令和 2 年度 

（決算） 

令和３年度 

（決算） 

計画残高 56.2 億円 58.3 億円 55.9 億円 48.7 億円  

実質残高 79.2 億円 74.5 億円 85.5 億円 64.3 億円※ 

計画差 23.0 億円 16.2 億円 29.6 億円 15.6 億円  

料金回収率（％） 
（供給単価÷給水原価×100） 

企業債残高対給水収益比率（％） 
（企業債現在高合計÷給水収益×100） 

（図４ 補てん財源の推移） 

（図 3 財政状況を示す業務指標の推移 (類似団体比較)) 

R3 123.66％ R3 439.73％ 

※R3→R4 繰越を考慮した実質残高 
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経営の基本方針 
私たち水道事業者の使命は、気候変動やパンデミックなど様々な社会環境の変化の中でも、安全・安心な水を、

24 時間、365 日絶えず安定的に供給すること、そして誰もが水道サービスを享受しやすいよう適切な水道料金体

系とすることを両立させ、この先もずっと市民の皆さんの生活の根幹を支えていくことにあります。この使命を果

たすために、「子どもたち、孫たちの世代に健全で強靭な水道を引き継ぎ、現在の水道サービスの水準を維持できる、

持続可能な水道事業の実現を目指す」ことを引き続き経営の基本方針とします。 

また、脱炭素社会の実現に向け、水道事業においても、水源の高低差を利用するなど再生可能エネルギーを活用

する取組を進め、電気の地産地消の取組などにも積極的に参加することで、地域全体の温室効果ガス削減目標の達

成に貢献していきます。 

そして、今後益々厳しくなる経営環境の中で、これら水道事業者として本来の使命や社会的責任を果たしていく

ために、費用対効果を見極めながら新たな技術（DX 推進）を柔軟に取り入れていきます。 

投資・財政計画 
１ 投資について 
 

 

 

 

将来にわたり重要な役割を担う施設への適正な投資と、役割を終える施設の統廃合を着実に行うなど、⾧期的な

視点で維持管理や管・施設の更新の負担を軽減し、事業量も平準化していきます。 

（１） 水道管の更新・耐震化 

土質など地域特性を加味した「平均想定使用年数」は平成 30 年度時点で 83 年でしたが、管路更新の推進により

将来は 100 年程度まで徐々に延びる見込み

です。水道管の更新時期はこの想定使用年数

を目安としつつ、入札不調や資材費の高騰な

どの実情と大規模施設の老朽化対策とのバ

ランスを踏まえ、段階的な引き上げを緩やか

にし、管路更新率 1.0～1.2％の範囲内で事

業量を適切に配分することとします。その際

は、想定使用年数超過管路の更新を優先する

とともに、地震対策上、特に重要な水道管は

更新時期を前倒しします。（図 5） 

（２） 有収率の改善 

水道管の更新事業量を増加させるとともに、漏水調査に新たな手法を導入し、これまで発見に至らなかった漏水

箇所の特定と修繕につなげていくことで、更新事業と漏水修繕の両輪で有収率の改善を図ります。 

（３） 水道施設の統廃合・耐震化 

水運用計画に基づき、将来に渡って重要な施設に確実な投資を行い、水需要の減少とともに、役割を終える予定

の施設への投資を抑えていきます。 

管路更新率 年1.0～1.2％ の計画的整備
（想定使用年数超過管路240㎞の優先実施)

令和 16 年度 

目標２ 有収率の改善 有収率90％に向けた対策の検討・実施

0

50

100

S5 S15 S25 S35 S45 S55 H2 H12 H22 R2 R12 R22 R32 R42 R52 R62 R72 R82 R92

現在管路 想定使用年数で更新

管路更新率（1.0～1.2％）のライン

令和 5 年度～令和 16 年度 (12 年間) 

（㎞） 

   （図 5 アセットマネジメント手法を用いた水道管更新の平準化イメージ図） 

目標１ 水道管の更新・耐震化の実施 

目標３ 水道施設の統廃合を実施 ５施設増強、９施設廃止又は縮小
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２ 水道料金の検討の方向性（次期料金体系の決定時期について） 
現行の経営戦略期間においては、収支バランスのとれた適切な水道料金の在り方を４年毎に検討するとしており、

次期料金体系（令和６年度から９年度）は改定の要否を含め５年度中に決定することとしていました。 

しかしながら、 

■コロナ禍と物価高騰で暮らし向きが悪くなる市民が増え続けていること 

■前料金改定からわずかな期間での見直しとなること 

■入札差金などにより令和４年度末で計画に対し 22 億円以上の補てん財源残高が見込まれること 

■資材費や燃料費などの価格が安定せず、計画と実績に大きな乖離が生じる懸念があること 

これらの状況を考慮し、「市民生活に与える影響」と「水道事業の経営に与える影響」の両面から、より適

切な時期に料金体系の見直しを図るために最終決定を１年先延ばしします。(図 6 のとおり)。 

 
 
 
 

３ 財源について 

 

 
 

（１） 黒字経営及び料金回収率 100％以上の維持 

「投資の最適化」や「経営の効率化」を進める一

方で、持続可能な水道事業の実現を図るため、収支

バランスのとれた適切な水道料金を見込みます。 

 

（２）適正な補てん財源（投資に必要な財源）の確保 

中⾧期的視点において投資（資本的支出）に必要

となる補てん財源が枯渇しないよう、収支の両面か

ら財源を注視します（図７のとおり）。 

 

（３）企業債残高を 580 億円以下に 

委託料と工事請負費の合計額の 85％を企業債対象事業費とし、これまで対象事業費の『70％』としていた企業債

発行額（借入）を、計画期間を通じて『平均 50％』に設定し、企業債残高の増加抑制に努めます。 

目標１ 損益の目標 黒字経営及び料金回収率100％以上の維持

目標２ 資金収支の目標 適正な補てん財源の確保

目標３ 企業債残高の目標 企業債残高を580億円以下に

令和 16 年度 

（図 6 料金体系適用のイメージ）  

（図７ 「純損益」及び「補てん財源残高」の推移） 

純損益 

（億円） 
補てん財源残高 

（億円） 

年度

R１１～R１４（４年間）
料金改定 R10年度に決定

R2～R６（４年６か月）　
料金改定 １４．８％　　　　　　

R2～R５（３年６か月）
料金改定 １４．８％

R１４～R１７（４年間）

料金改定 R13年度に決定

R１５～R１８（４年間）

料金改定 R14年度に決定

R６～R９（４年間）
料金改定 R5年度に決定

R７～R１０（４年間）
料金改定 R6年度に決定

変更後

R14 R16

変更前

R8 R9 R10 R11 R15R12 R13

R１０～R１３（４年間）
料金改定 R9年度に決定

R2 R3 R4 R5 R6 R7

先延ばし
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内容調整中



2022/8/24

R1-R4（４次中） R5-R8（５次中） R9-R12（６次中） R13-R16（７次中）

429.7億円 466.4億円 502.5億円

427.3億円 465.7億円 510.0億円 526.8億円

水道料金 385.4億円 424.1億円 469.2億円 486.9億円

その他 41.9億円 41.6億円 40.8億円 39.9億円

R1-R4（４次中） R5-R8（５次中） R9-R12（６次中） R13-R16（７次中）

373.4億円 371.2億円 379.1億円

357.9億円 393.6億円 411.2億円 428.0億円

人件費 45.3億円 42.6億円 45.6億円 43.4億円

物件費 140.1億円 152.1億円 152.2億円 153.7億円

減価償却費等 146.2億円 175.1億円 188.1億円 204.1億円

その他 26.3億円 23.9億円 25.2億円 26.8億円

56.3億円 95.3億円 123.4億円

69.4億円 72.1億円 98.8億円 98.7億円

13.1億円 ▲23.2億円 ▲24.6億円
※当資料における計画額（R3～）は100ミリ管以下布設替経費を３条⇒４条移行済みの金額

R1-R4（４次中） R5-R8（５次中） R9-R12（６次中） R13-R16（７次中）

138.1億円 148.9億円 175.1億円

127.1億円 193.7億円 155.4億円 154.3億円

企業債 112.0億円 157.6億円 131.2億円 135.1億円

その他 15.1億円 36.1億円 24.2億円 19.2億円

R1-R4（４次中） R5-R8（５次中） R9-R12（６次中） R13-R16（７次中）

360.5億円 413.2億円 453.1億円

360.7億円 439.3億円 462.6億円 506.9億円

建設改良費 258.6億円 344.7億円 366.8億円 387.1億円

元金償還金 94.1億円 92.6億円 95.9億円 119.8億円

その他 8.0億円 2.0億円 0.0億円 0.0億円

▲222.3億円 ▲264.3億円 ▲277.9億円

▲233.6億円 ▲245.5億円 ▲307.2億円 ▲352.5億円

▲11.3億円 18.8億円 ▲29.3億円

※当年度純利益や減債積立金を含む（＝未処分利益剰余金の予定処分を想定）

R4末 R8末 R12末 R16末

40.9億円 35.7億円 56.4億円

75.1億円 69.1億円 36.3億円

494.6億円 525.4億円 579.3億円

462.9億円 527.9億円 563.2億円 578.6億円

R7:13.5% R11:13.5% R15:0.0%

投資財政計画案（R5～R16）　※４年毎

見直し後の計画額～R4は決算予算

経営戦略期間（改定後）

見直し後の計画額～R4は決算予算

内
　
訳

内
訳

当初計画額

収益的収入

収益的支出

当初計画額

当初計画額

当初計画額

資本的支出

４条収支（当初計画額）

計画値との差額

企業債残高（期末）

内
訳

補てん財源残高 62.6億円

４　条　収　支

補てん財源残高（当初計画額）

企業債残高（当初計画額）

見直し後の計画額～R4は決算予算

見直し後の計画額～R4は決算予算

内
　
訳

３条収支（当初計画額）

計画値との差額

資本的収入

経営戦略期間（改定後）

３　条　収　支

R7 R10 R11 R14
料金体系適用期間

R15R2 R5 R18

1年先延ばし

R6
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内容調整中

内容調整中

内容調整中

内容調整中

内容調整中



2022/8/17

●各収支項目の見込み方

収益的収入

水道料金

収益的支出

人件費

直近１０年程度の実績（伸び率）を基に算出した値に改定率を乗じて算出

総職員数の変更見込みなし。シミュレーションによる退職給付費の増減あり

施設工事
（各期間内の主要事業）

R5-R8

R9-R12

R13-R16

・門屋浄水場配水池増設事業・向敷地配水池更新事業
・清水谷津浄水場更新事業  ・新中町配水池更新事業

・門屋浄水場配水池増設事業・与一配水池増設事業
・駅南配水場増設事業      ・清水谷津浄水場更新事業
・新中町配水池更新事業

・駅南配水場増設事業  　　・清水谷津浄水場更新事業
・新中町配水池更新事業　　・村松配水場更新事業
・富士見ヶ丘配水池更新事業・和田島浄水場更新事業

企業債

資本的支出

管路工事

投資額×対象事業費８５％×平均充当率５０％※R16末目標残高580億円以下

物件費

減価償却費等

資本的収入

主に物価高騰に伴う動力費の増による増額

既往分＋新規発生見込み分（投資計画に基づき算出）

年間管路更新率１．０～１．２％
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１ 投資事業について 
下水道事業では、地震対策や老朽化対策な

ど、下水道管・施設の強靱化を着実に進めると

ともに、浸水対策や未普及対策を計画的に進め

ています。 

令和元年度から令和３年度の主な実績とし

て、「老朽化対策」は、法定耐用年数を超えた管

の割合を示す「⑩管渠老朽化率（図１参照）」や

管の改築状況を示す「⑪管渠改善率（図１参

照）」を基に、類似団体（政令指定都市等）に比

べて良好な値となっていますが、今後昭和 50

年代以降に下水道計画区域内を急速に整備した

際の下水道管・施設が老朽化していくことが見

込まれ、その改築が課題となります。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

「浸水対策」は、整備を加速し、新たに５地区を（第４次中期経営計画期間 令和元年度から令和４年

度）整備しました。これにより、令和４年度末には下水道部が所管する浸水対策が必要な重点地区 26 地区

のうち、16 地区が完了しました。今後も令和 12 年度までの重点地区の対策完了を目指し、計画的に整備を

進める必要があります。 

 
 

  

  

  

静岡市上下水道事業経営戦略（下水道編） 概要(案) 

令和５年度→令和 16 年度 

平成 16 年 6 月大雨 
18mm/10min 

浸水対策の整備効果（下川原地区） 
平成２８年３月対策完了 

50 
100 

250 
(戸数) 

200 
150 

0 

浸水被害（戸数） 

なし 

浸水被害（戸数） 
合計 217 戸 

床下浸水  
137 戸 

床上浸水  
80 戸 

平成 28 年 6 月大雨 
18ｍｍ/10min 

浸水対策整備地区数 
(重点地区) 

 

H22 R5 R1 H27 
H17 R12

４地区 ５地区 3 地区 ４地区 10 地区 

全 26 地区 
（重点地区） 

（図３ 浸水対策の整備効果と整備地区数） 

（図１ 令和２年度 静岡市下水道事業経営分析） 
※各指標は、外側に広がるほど良好な値を示しています。 

（図２ 老朽化を示す業務指標の推移（類似団体比較）） 

H28 H29 H30 R1 R2

静岡市 6.98 7.37 7.38 7.64 7.61

類似団体 8.25 9.00 9.63 10.76 12.06

0.00

5.00

10.00

15.00

管渠老朽化率（％）
(法定耐用年数を超過した管延⾧÷管総延⾧×100)

H28 H29 H30 R1 R2

静岡市 0.49 0.55 0.51 0.60 0.50

類似団体 0.39 0.43 0.39 0.41 0.41

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

管渠改善率（％）
(当年度に改善した管延⾧÷管総延⾧×100)

R3 7.84％ R3 0.43％ 

0

25

50

75
経常収支比率

流動比率

企業債残高

対事業規模比率

経費回収率

汚水処理原価

施設利用率

水洗化率

有形固定資産

減価償却費

管渠老朽化率

管渠改善率

類似団体平均 静岡市

④企業債残高

対事業規模比率

⑤経費回収率

⑩管渠老朽化率

⑪管渠改善率

⑧水洗化率

①経常収支比率

③流動比率

⑥汚水処理原価

⑦施設利用率

⑨有形固定資産
減価償却率  

現状と課題 
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２ 財政状況について 
令和元年度から３年度における収益的収支におけ

る純損益は、主に人口減少による使用料収入の減少

が想定より緩やかであったこと等により見込みを上

回り、その結果、補てん財源残高については、令和３

年度末において、計画に対し約 11 億円上回る約 89

億円（R3→R4 繰越含む）となりました。（図４参照） 

なお、「⑤経費回収率（図５参照）」は、令和 3 年度

末において 98.58％であり、令和２年度に対し 1.24 ポイント改善していますが、引き続き 100％を目標と

し、経費の削減や、類似団体平均を大きく下回っている「⑧水洗化率（令和３年度 90.9％）（図１参照）」

の向上に向け下水道の接続推進を図ることにより、収入を確保していく必要があります。 

企業債残高（一般会計負担分を含む）は、令和３年度末において、計画より約 42 億円削減し、約 1,420

億円となりました。これは下水道事業債の借入額が減少したことによるものです。しかし依然として「④企

業債残高対事業規模比率（図５参照）」は類似団体の平均を上回っているため、将来の負担を過度のものと

しないためにも、計画的な企業債の借入と償還を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

下水道事業の目的は、生活雑排水などを衛生的に処理・再生して健全な水循環を創出するとともに、ハー

ド・ソフト両面からの浸水対策を推進することにより、安全・安心なまちを実現し、将来にわたって持続可

能な事業を展開することです。 

これまで実施してきた経営健全化の取組を踏まえ、アセットマネジメント手法を用いて⾧期的な更新需

要を適切に把握し、下水道の機能を確保するための計画的な改築を実施するとともに、想定される巨大地

震や近年の超過降雨による浸水などからの被害を最小限にとどめるためのハード・ソフト対策や早期復旧

が可能となる組織体制の強化などを行い、「将来にわたって良好な下水道サービスを継続的に提供できる下

水道事業の実現」を引き続き目指します。 

なお、脱炭素社会の実現に向けて、下水道事業においても、温室効果ガスの削減が可能な既存施設を継

続して稼働させるとともに、省エネルギー化や再生可能エネルギーを活用する取組などコストを慎重に見

極めながら推進していきます。また、ＤＸの推進、急激な物価の高騰などの社会情勢等の変化に伴う課題

について、動向を注視し、随時事業への影響を分析のうえ、対応していきます。  

経営の基本方針 
（図５ 財政状況を示す業務指標の推移（類似団体比較）） 

（図４ 「純損益」及び「補てん財源残高」の推移） 

R3 795.57％ 

H28 H29 H30 R1 R2

静岡市 101.44 99.06 99.17 95.02 97.34

類似団体 113.34 113.83 112.43 110.92 105.67

0

20

40

60

80

100

120

経費回収率（%)
(下水道使用料÷汚水処理費(公費負担分を除く)×100)(％)

R3 98.58％ 

H27 H28 H29 H30 R1 Ｒ2 Ｒ3

純損益 1,361 1,790 1,516 1,386 1,104 1,304 1,426

補てん財源残高 6,636 7,223 8,593 9,447 9,673 9,726 8,977

0

20

40

60

80

100

120

0

10

20

30
「純損益」及び「補てん財源残高」（億円）

※補てん財源残高に債券運用額含む 

H28 H29 H30 R1 R2

静岡市 792.55 778.56 776.26 773.29 814.38

類似団体 576.02 549.48 537.13 531.38 551.04

0

200

400

600

800

1000

(％)
企業債残高対事業規模比率（％）

（企業債現在高合計－一般会計負担分）÷（営業収益
－受託工事収益－雨水処理負担金）×100
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１ 投資について 

 

 
 

 

「投資試算」に当たっては、令和 16 年度の下水道事業のあるべき姿として、アセットマネジメント手法

を取り入れ、計画的に（１）老朽化対策と（２）浸水対策を実施し、（３）その他の事業を優先順位に基づ

き、投資事業の年間事業費を約 110 億円（事務費を含む）に最適化・平準化して、持続可能に事業を展開

します。そこで各目標の達成に向けて、次のとおり各施策を実施していきます。 

 

（１）老朽化対策 

持続可能に管・施設を運用するため、管・施設の健全度を現状維持し、将来にわたり下水道を使い続

けられるよう、計画的に改築を実施します。 

（２）浸水対策 

危機管理を強化するため、浸水被害の軽減に向けて、ハード及びソフトの両面から対策を加速し、令

和 12 年度末までに浸水対策が必要な重点地区 26 地区のハード整備の完了を目指します。 

また、令和 13 年度から浸水被害が発生する可能性の高い地区に対し、新たに対策を実施します。 

（３）その他の事業 

① 地震対策 

危機管理を強化するため、想定される巨大地震に備えて、管・施設の地震及び津波対策を進めます。 

② 管・施設の効率化 

持続可能に管・施設を運用するため、施設規模の適正化・効率化を進め、維持管理費の軽減を図りま

す。 

③ 未普及対策 

環境への負荷を軽減するため、水環境の保護・改善に向けて、下水道計画区域内の整備と下水道の接

続推進を進めます。なお、下水道計画区域内の整備は令和８年度の概成を目指します。 

投資・財政計画 
令和 16 年度 

目標１ 計画的な老朽化対策の実施 管・施設の健全度を現状維持

目標２ 計画的な浸水対策の実施 重点地区26地区完了（～R12）
浸水被害の可能性が高い地区へ対策実施（R13～）

目標３ 投資事業の最適化・平準化の実施 地震対策、管・施設の効率化、未普及対策などを合わせた
優先順位による年間事業費の最適化・平準化

（図６ 下水道事業建設改良費の推移） 
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２ 下水道使用料の検討の方向性 
次期算定期間（令和５年度～令和８年度）においては、下水道事業の健全経営が可能と判断し、現行の下

水道使用料単価及び体系は改定しません。ただし、請求額の 10 円未満切捨てを、１円単位の請求（円未満

切捨て）に変更します。 

 また、投資・財政計画の実績との乖離状況の把握に努め、４年ごとに収支のバランスの取れた適切な下水

道使用料のあり方を検討するとともに、事故や災害、国庫補助金の動向、一般会計からの繰入金の大幅な減

収、物価の高騰などの社会状況の大きな変化に対しては、その都度必要な検討を実施します。 
 
 

３ 財源について 
 

 
 

 
 

 「財源試算」にあたっては、常に事業運営に係るコスト削減を図ったうえで、次を目標とします。 

（１）黒字経営の維持、経費回収率 100％の達成及び水洗化率を 95％以上に 

「財源試算」を積算するにあたり、下水道事業における主要な財源である下水道使用料を予測した結果、

計画期間である 12 年間については、現行の使用料体系で収益的収支の黒字を維持できる見込みとなって

います。また、経費回収率 100％の達成及び水洗化率を 95％以上にするため、汚水処理に要する経費の

削減や、臨戸訪問などの下水道接続推進活動の継続及び新たな取組の検討・実施による下水道使用料収入

の確保に努めていきます。 

（２）適正な補てん財源（投資に必要な財源）の確保 

投資（資本的支出）に必要となる補てん財源が枯渇しないよう、支出の抑制に加え、収入の確保が必要

となります。下水道事業の収入は、下水道使用料のほか、国庫補助金や一般会計からの繰入金などがあり、

これらの収入を確保することに努めていきます。 

（３）企業債残高（一般会計負担分を含む）を 1,250 億円以下に 

不足する財源について漫然と借り入れるのではなく、将来負担増を見据えたうえで、適正な借入及び償

還を計画的に実施し、令和 16 年度には企業債残高を約 170 億円削減し（令和３年度決算比）、1,250 億

円以下とすることを目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

目標１ 損益の目標 黒字経営の維持、経費回収率100％の達成、
水洗化率を95％以上に

目標２ 資金収支の目標 適正な補てん財源の確保

令和 16 年度 

目標３ 企業債残高の目標 企業債残高（一般会計負担分を含む）を1,250億円以下に
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「純損益」及び「補てん財源残高」

純損益 補てん財源残高

純損益
（億円）

補てん財源残高
（億円）

※補てん財源残高に債券運用額含む 

（図７ 計画期間における財政シミュレーション） 
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2022/8/18

R1-R4（４次中） R5-R8（５次中） R9-R12（６次中） R13-R16（７次中）

837.7億円 830.2億円 822.1億円

846.9億円 856.1億円 855.0億円 874.2億円

下水道使用料 382.7億円 380.1億円 378.0億円 376.0億円

⾧期前受金戻入 185.4億円 184.7億円 178.0億円 177.8億円

一般会計繰入金 276.2億円 286.4億円 295.6億円 317.9億円

その他 2.6億円 4.9億円 3.3億円 2.5億円

R1-R4（４次中） R5-R8（５次中） R9-R12（６次中） R13-R16（７次中）

806.1億円 784.3億円 776.9億円

802.8億円 812.5億円 817.2億円 845.7億円

人件費 40.7億円 41.5億円 40.8億円 40.1億円

物件費 219.2億円 253.0億円 269.3億円 286.6億円

減価償却費等 459.4億円 467.6億円 465.8億円 477.7億円

企業債利息 83.3億円 50.1億円 41.1億円 41.1億円

その他 0.2億円 0.2億円 0.2億円 0.2億円

31.6億円 45.9億円 45.2億円

44.1億円 43.6億円 37.9億円 28.5億円

12.5億円 ▲2.3億円 ▲7.3億円

R1-R4（４次中） R5-R8（５次中） R9-R12（６次中） R13-R16（７次中）

522.1億円 434.4億円 399.0億円

505.0億円 454.2億円 436.5億円 406.4億円

企業債 354.1億円 323.5億円 291.6億円 277.7億円
一般会計繰入金（出資金） 27.0億円 18.8億円 12.0億円 4.8億円

国庫補助金 120.1億円 102.5億円 112.1億円 122.9億円

その他 3.8億円 9.4億円 20.7億円 1.0億円

R1-R4（４次中） R5-R8（５次中） R9-R12（６次中） R13-R16（７次中）

864.6億円 819.1億円 767.0億円

872.4億円 826.0億円 790.8億円 789.9億円

建設改良費 426.0億円 438.2億円 438.0億円 438.1億円

元金償還金 424.4億円 374.8億円 350.8億円 350.8億円

その他 22.0億円 13.0億円 2.0億円 1.0億円

▲342.5億円 ▲384.7億円 ▲368.0億円

▲367.4億円 ▲371.8億円 ▲354.4億円 ▲383.5億円

▲24.9億円 12.9億円 13.6億円

※当年度純利益や減債積立金を含む（＝未処分利益剰余金の予定処分を想定）

R4末 R8末 R12末 R16末

88.7億円

61.9億円 35.4億円

1,331.0億円

1,349.0億円 1,289.8億円 1,216.7億円

91.0億円 98.3億円

企業債残高（当初計画額） 1,447.4億円 1,376.0億円

当初計画額

４条収支（当初計画額）

計画値との差額

計画値との差額

補てん財源残高（当初計画額）

経営戦略期間（改定後）

資本的収入

当初計画額

資本的支出

収益的収入

当初計画額

当初計画額

見直し後の計画額～R4は決算予算

1,400.3億円

投資財政計画案（R5～R16）　※４年毎

見直し後の計画額～R4は決算予算

経営戦略期間（改定後）

収益的支出

内
　
訳

内
訳

企業債残高（期末）

内
訳

補てん財源残高 95.7億円

４　条　収　支

見直し後の計画額～R4は決算予算

３条収支（当初計画額）

３　条　収　支

見直し後の計画額～R4は決算予算

内
　
訳

79.5億円
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内容調整中

内容調整中

内容調整中

内容調整中

内容調整中
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●各収支項目の見込み方

借入後30年間で償還するものとして算出している。

借入後30年間で償還するものとして算出している。

繰出基準に基づき算出している。

国庫補助金 事業ごとの国庫補助金の対象額を積み上げて算出している。

年間約110億円（事務費含む）に設定している。

資本的支出

建設改良費

一般会計繰入金（出資金）

投資額×対象事業費100％で算出している。

資本的収入

減価償却資産の国庫補助分等を収益化して算出している。

一般会計繰入金 繰出基準に基づき算出している。

直近５年の実績（伸び率）を基に算出した値に改定率を乗じて算出

減価償却費等

主に物価高騰に伴う動力費の増額を見込んで算出している。

既往分＋新規発生見込み分（投資計画に基づき算出）

令和４年度当初予算ベースの職員数で算出している。

収益的支出

収益的収入

下水道使用料

人件費

物件費

⾧期前受金戻入

企業債

企業債利息

元金償還金
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内容調整中

内容調整中

内容調整中

内容調整中



 

 

 

 

体系図（案） 

経費削減・収益増について、あらゆる事業における取組を評価・検証するため、位置づけを整理。 

 

 

水の相互運用事業の完了。 完成した施設の能力を最大限活用し、「施設の統廃合」など関連事業を推進。 

脱炭素社会の実現にむけ取組を推進するため、事業の位置づけを変更。 

水道事業における新設事業一定程度完了したことから、施策・事務事業の位置づけを整理。 

計画していた「下水道汚泥リサイクル率 100％」の達成。 

定量的な評価が馴染まない事務事業の位置づけを変更。 
横断的取組 「協働事業」、「広報・広聴活動」 

事務事業の位置づけを整理。 組織等の管理   中⾧期な視点で管理（経営戦略）、業務の改善   DX の推進 

事務事業の位置づけを整理。 広域連携   中⾧期な視点で継続検討（経営戦略） 
国際協力   事務事業としての優先順位の見直し 

改定前 

改定後 
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